
１．離島対策支援事業 ２．不法投棄等対策支援事業

・環境省が都道府県および保健所設置市に対し２０年５月に行なった調査に基づき、当部より
１）全体概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「資料３　別紙１-１、２」参照 　実施予定を確認したところ、２１年度中の計画はないことから、出えん申請をしないこととしたい

・２１年度は前年度同様、実質上すべての事業ニーズがある１１９市町村で本事業が実施されることとなる ・ただし、年度途中で緊急を要する案件が発生した場合には、離島対策等検討会および

　保有台数構成比９９．９％、要請を必要としないのは１３市町（２市町
*1

が要請を見送り、新たに１市
*2

が事業活用） 　資金管理業務諮問委員会にて審議・承認を得たうえ、補正予算で対応することとしたい

２）発生予定台数精度向上対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「資料３　別紙３」参照 ３．特定再資源化預託金等からの出えんについて
・２０年度に引続き精度向上に向け市町村と調整を行なった結果、 ・２１年度計画の出えん総額は２９６百万円、  この金額は、２０年度末の繰越金累計
　８１市町村（増２７・減５４/構成比６８％）／１１９市町村が発生予定台数を見直し 　１６１百万円を超えることから、業務運営費２ヶ月分確保の必要性を踏まえ、
　前年度より約１千台（前年比約４％）削減され、約３７千台、１９２百万円となる   特定再資源化預託金等から１６０百万円の出えんを受けることとしたい

*６：今後、市町村受付・支払い業務確認検査、不法投棄等対策支援事業等で運営費増加要因が見込まれるものの

*１：要請を必要としない１3市町の詳細（前年度より２市町増：岡山市、周防大島町） 　　支出削減努力により２０年度と同程度の運営費を想定

*７：２１年度入金予定日（５月末）までの出えん業務運営費の２ヶ月分（４～５月　約１７百万円）を確保できる額

*８：本事業の準備段階である１６年度には特定再資源化預託金等が確保されていなかったことから事業構築費用支払いのため

　　長期借入を実施し、現在約４３百万円を繰り越し中。自リ法本格施行後ほぼ４年が経過し、特定再資源化預託金等が本事業継続に

　　支障ないレベルを維持していることから、これまで個別管理していた出えん金と借入金の繰越分を合算

*2:新規要請１市（岩国市）

４．今後の予定 ：自治体実施業務

*３：発生予定台数年度想定値 ≒ 上期実績（１５，８９３台）÷１9年度実績に占める上期実績構成比６１％
**

**
上期実績構成比６1％＝１５，３１８台（19年度上期実績）　÷　２5，120台（19年度実績）

*４:申請金額年度想定値 ≒ 発生予定台数年度想定値（*3） ×５．３千円（上期平均単価）×０．８（出えん率）×1.05（予備費５％）

*５:台当り単価は、２１年度協力要請書作成時点での燃料費高騰に伴う海上輸送費の上昇により前年比６％アップとなっているが、

　　その後の原油価格下落により、実績ベースは低減となる見込み

３）協力要請書審査結果　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「資料３　別紙２-１、２」参照
・確認を要した市町村は離島間の海上輸送における高額単価が存在する一市のみであり、
  計画書の精度は更に向上
　

平成２１年度 離島対策等支援事業資金出えん計画（案） 資料３

　　　第１４回離島対策等検討会

　　　第２７回資金管理業務諮問委員会 協力資金出えん予定連絡書送付

　　　第２８回資金管理業務諮問委員会

下旬 　　　第３５回理事会

　　　第１５回離島対策等検討会

下旬 　　　第２９回資金管理業務諮問委員会

協力資金出えん申請書提出
（四半期毎：８月・１１月・２月・３月）

（２１年度中）

２０年 １２月 　９日

２２日

２１年　３月　中旬

　６月　中旬

島内に車両無し（島内に道路無し） （８市町）
平生町、光市（山口県）、阿南市、牟岐町（徳島県）
志摩町（福岡県）、上天草市（熊本県）
串間市（宮崎県）、出水市（鹿児島県）

輸送費が安く、費用対効果が低い （１市） 福山市（広島県）

１９年度から同判断を継続：田布施町（山口県）、南郷町（宮崎県）

２１年度は発生しないと判断：　周防大島町（山口県）、岡山市（岡山県）
使用済自動車が発生しないと自治体が判断 （４市町）

使用済自動車の発生が予測されると自治体が判断 （１市） 岩国市（山口県）

要請市町村数 ７０ １１９ １２１ １２０ １１９
要確認市町村数 ４５ 　１８ 　５ ９ 1

構成比 ６４．３ ％ １５．１ ％ ４．１ ％ ７．５ ％ 0．8 ％

２１年度１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

（単位）

要請市町村数
（対象市町村数：１３２）

（市町村）

１１９ １２１ １２０ １１９ ９９％

保有台数構成比
（％）

９９．７ ９９．９ ９９．９ ９９．９ １００％

発生予定台数（Ａ）
（台）

６３，５９３ ４３，８１０ ３８，７１７ ３７，３６０ ９６％

申請台数（Ｂ）
（20年度は想定値)

（↑）

２１，４１９ ２５，１２０ ２６，０５４ *３ －

支援事業費総額
（千円）

３０９，３７７ ２１２，０１９ １８８，０７０ １９２，３０７ １０２％

台あたり輸送単価
（↑）

５．８ ５．８ ５．８ 　　　　６．１ *5 １０６％

申請金額
（20年度は想定値)

（↑）

９４，５２８ １０８，１２８ １１５，９９２ *４    －   －

申請率（Ｂ／Ａ）
（％）

３４ ５７ ６７    －   －

２１年度
（計画）

前年比
（２１年度／
２０年度）

－

１８年度
（実績）

１９年度
（実績）

２０年度
（見込）

[出えん金状況] [単位：百万円]

４１４ ０ ７０ １６０

出えん総額（B）
（２０年度は想定値）

１９９ ２１４ ２２０ ２９６

離島対策支援事業
総計

９４ １０８ １１６ １９２

不法投棄等対策支援事業
出えん総額

０ １７ ０ ０

出えん業務運営費 １０５ ８９ １０４ １０４ *６

差額（A）－（Ｂ） ２１５ ▲２１４ ▲１５０ ▲１３６

差額累計
（繰越金累計）（C)

４８２ ２６８ １１８

銀行借入金に基づく繰越金（D)
*８ ４３ ４３ ４３

会計上の繰越金（C+D) ５２５ ３１１ 161

２１年度
（計画）

１８年度
(実績）

１９年度
（実績）

２０年度
（見込）
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２５ *７

特定再資源化預託金等
からの出えん金額（A)

内
　
訳
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